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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】種々の外形形状をなす便器に既存の手すりを対
応させることが可能な固定部材を提供する。
【解決手段】便器の左右両側に設置される左右一対の側
枠３Ａ，３Ｂと、左右一対の側枠３Ａ，３Ｂの間に架設
される連結枠４とを有し、左右一対の側枠３Ａ，３Ｂに
は手すり部５がそれぞれ取り付けられ、側枠３Ａ，３Ｂ
又は連結枠４からは左右一対の固定アーム８が設けられ
ている便器用手すり１に取り付けて使用する固定部材９
であって、便器用手すり１の固定アーム８に取り付ける
ための取付部９Ａと、便器の側面に当接される当接部９
Ｂとが設けられている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　便器の左右両側に設置される左右一対の側枠と、該左右一対の側枠の間に架設される連
結枠とを有し、前記左右一対の側枠には手すり部がそれぞれ取り付けられ、前記側枠又は
前記連結枠からは左右一対の固定アームが設けられている便器用手すりに取り付けて使用
する固定部材であって、
　前記便器用手すりの固定アームに取り付けるための取付部と、前記便器の側面に当接さ
れる当接部とが設けられている
ことを特徴とする固定部材。
【請求項２】
　前記便器は、側面に大きく抉れた部位が設けられた形状をなしており、
　前記固定部材には係止突部が、前記便器の側面に前記当接部が当接された状態で該便器
の側面の抉れた部位に入り込むように、設けられている
請求項１に記載の固定部材。
【請求項３】
　前記当接部は、長方形の薄板状に形成されており、縦向きに配置されている
請求項１又は請求項２に記載の固定部材。
【請求項４】
　前記当接部の表面は、弾性材料からなる被覆材で覆われている
請求項１から請求項３のうち何れか一項に記載の固定部材。
 
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、既設の便器に後付けで便器用手すりを設ける際に、該便器用手すりに取り付
けて使用する固定部材に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、高齢者や身障者が洋式トイレを使用する際の立ち座りを補助するために、既設の
洋式便器に対して、壁への穴空け等のような工事を必要とせず、簡単で便利に後付けで取
り付けられる便器用手すりが提供されている（例えば特許文献１及び特許文献２）。
　上記便器用手すりは、便器の左右両側の対称位置に設置される左右一対の側枠と、該左
右一対の側枠の間に差し渡される連結枠とを備えており、該左右一対の側枠の上部に手す
り部が設けられているとともに、該便器用手すりを洋式トイレに固定するための固定アー
ムを有している構成とされている。
　特許文献１に記載の便器用手すりは、左右一対の固定アームが上記連結枠から斜め上方
に差し出されており、該固定アームの先端を便器の側面に圧接させ、該便器と該連結枠と
の間で該固定アームを所謂、筋交いのように機能させることで、該連結枠が床面に押し付
けられて、該便器用手すりがしっかりと固定される。
　特許文献２に記載の便器用手すりは、左右一対の固定アームが上記連結枠から後方に差
し出されており、便器の前側部分に存在する括れに該連結枠を引っ掛けつつ、該固定アー
ムの間に便器が挟持されるようにして該固定アームを該便器の側面に圧接させることで、
該便器用手すりがしっかりと固定される。
　なお上記固定アームは、直線状あるいは曲線状の金属パイプ等により、撓んだり、弾性
変形したりしにくい剛性体とされており、例えば手すり部に体重をかけた場合に固定が緩
んだり、解除されたりすることを防止している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
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【特許文献１】特開平１０－２０１６７３号公報
【特許文献２】特開２００６－０００６２２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところが、近時の洋式トイレにあっては、節水効果、掃除のしやすさ、あるいはデザイ
ン性向上等を謳い、様々な形状の便器が提供されているが、こうした便器の中に、上記便
器用手すりでは対応できない形状のものがある。
　例えば、特許文献１に記載の便器用手すりは、側面が略平坦な形状の便器の場合、該側
面に追従するように該固定アームが撓んだり、弾性変形したりすることができないため、
該固定アームを十分に圧接させることができない。
　特許文献２に記載の便器用手すりは、側面が極端に括れた形状の便器の場合、該固定ア
ームの間に便器を挟持することができないため、該固定アームを十分に圧接させることが
できない。
　上記便器用手すりは、使用が一時期的に限られることから、個人が購入する場合よりも
、レンタル品として貸し出される場合が多い。しかし、各便器の形状に対応する便器用手
すりをそれぞれ用意することは、レンタル業者にとって在庫管理や保管などの負担が大き
く、よって既存の便器用手すりを各便器の形状に対応できるようにすることが要請されて
いた。
　本発明は、このような従来技術に存在する問題点に着目してなされたものである。その
目的とするところは、種々の外形形状をなす便器に既存の手すりを対応させることが可能
な固定部材を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記従来の問題点を解決する手段として、請求項１に記載の固定部材の発明は、便器の
左右両側に設置される左右一対の側枠と、該左右一対の側枠の間に架設される連結枠とを
有し、前記左右一対の側枠には手すり部がそれぞれ取り付けられ、前記側枠又は前記連結
枠からは左右一対の固定アームが設けられている便器用手すりに取り付けて使用する固定
部材であって、前記便器用手すりの固定アームに取り付けるための取付部と、前記便器の
側面に当接される当接部とが設けられていることを要旨とする。
　請求項２に記載の発明は、請求項１に記載の固定部材の発明において、前記便器は、側
面に大きく抉れた部位が設けられた形状をなしており、前記固定部材には係止突部が、前
記便器の側面に前記当接部が当接された状態で該便器の側面の抉れた部位に入り込むよう
に、設けられていることを要旨とする。
　請求項３に記載の発明は、請求項１又は請求項２に記載の固定用部材の発明において、
前記当接部は、長方形の薄板状に形成されており、縦向きに配置されていることを要旨と
する。
　請求項４に記載の発明は、請求項１から請求項３のうち何れか一項に記載の固定部材の
発明において、前記当接部の表面は、弾性材料からなる被覆材で覆われていることを要旨
とする。
【発明の効果】
【０００６】
　〔作用〕
　本発明の固定部材には、便器用手すりの固定アームに取り付けるための取付部と、前記
便器の側面に当接される当接部とが設けられている。そして、該固定アームを側面に接触
させづらい外形形状の洋式トイレの場合、該固定アームに固定部材を取り付け、該固定部
材の当接部を便器の側面に強く押し当てて圧接させることにより、該便器用手すりの固定
が可能となる。即ち、該便器用手すりを固定するべく便器に圧接される固定アームに固定
部材を取り付け、該固定部材を該便器の形状に対応したものとすることで、便器用手すり
は既存のもののままで、固定部材を便器の形状に応じて変更するのみで、種々の外形形状
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をなす便器に対応することができる。
　また前記便器の側面に大きく抉れた部位が設けられている場合、該抉れた部位に入り込
む係止突部を設けることで、該係止突部が便器に係止されるので、上記便器用手すりを好
適に固定することが可能である。
　また前記当接部を長方形の薄板状に形成することで、該当接部が撓んだり、弾性変形し
たりして該当接部を便器の側面の形状に追従させることが可能となり、また縦向きに配置
することで、例えば上記のように便器の側面に大きく抉れた部位が設けられていても該部
位を跨ぎ越して避ける等のように、該当接部上の何れかの箇所を便器の側面に当接させる
ことができる。
　また上記当接部の表面を弾性材料からなる被覆材で覆うことで、便器の傷付きを抑制す
ることができるとともに、該便器の側面が多少凹凸となっていても、該被覆材が弾性変形
することによって追従することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】実施例の便器用手すりを示す斜視図。
【図２】実施例の便器用手すりを便器に取り付けた状態を示す側面図。
【図３】右側枠を示す（ａ）は前側から見た斜視図、（ｂ）は後側から見た斜視図。
【図４】連結枠を示す斜視図。
【図５】固定部材を示す（ａ）は前側から見た斜視図、（ｂ）は便器に取り付けた状態の
斜視図。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　本発明の固定部材について説明する前に、該固定部材が取り付けられる便器用手すりと
、該便器用手すりを固定する便器の一実施例について、その構成を説明する。なお、以下
の文中に示す方向は、特に説明の無い限り、便器に座った使用者から見た状態での前方、
後方、右方、左方とする。
＜便器用手すり＞
　図１及び図２に示すように、便器用手すり１は、便器２の両側に設置される右側枠３Ａ
及び左側枠３Ｂからなる左右一対の側枠３Ａ，３Ｂと、該左右一対の側枠３Ａ，３Ｂの間
で左右方向に差し渡される連結枠４と、を備えている。また該左右一対の側枠３Ａ，３Ｂ
のそれぞれ上部には、手すり部５が設けられている。
　上記連結枠４は、便器２の前部に当接される前枠部６と、該前枠部６を前記側枠３Ａ，
３Ｂに連結するための連結部７とを有している。また該連結部７からは、左右一対の固定
アーム８が後方に向けて差し出されている。
【０００９】
＜便器＞
　図２に示すように、便器２は、洋式トイレのものであって、側面の後部で上半部に大き
く抉れた部位２Ａが設けられており、リム２Ｂの外面の下部から大きく括れた形状となっ
ている。
　そして、該便器２においては、上記便器用手すり１の固定アーム８の後端部が、抉れた
部位２Ａ上に位置するようになっている。
【００１０】
（側枠）
　図２及び図３（ａ），（ｂ）に示すように、左右一対の側枠３Ａ，３Ｂである右側枠３
Ａ及び左側枠３Ｂは、前後に滑り止め用の脚ゴム１１ａがそれぞれ取り付けられた水平杆
１１と、該水平杆１１の中央部から立設された管状の垂直杆１２とを有している。
　側枠３Ａ，３Ｂの上部に設けられた手すり部５は、上記垂直杆１２の上部に上下摺動可
能に挿着される挿着杆１３と、該挿着杆１３の上部に取り付けられた枢着基部１４と、該
枢着基部１４の上側に取り付けられた肘掛け部１５とを有している。
　上記肘掛け部１５は、枢着ピン１６を中心として枢着基部１４を上方に回動させること
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により、使用者の手前側に跳ね上げ可能とされている。
　上記手すり部５は、挿着杆１３に縦列して設けられた複数の孔１３ａの何れか１つと、
垂直杆１２に設けられた孔（図示略）の位置を一致させ、それぞれの孔に調節ボルト１７
を垂直杆１２の外側から挿通し、該調節ボルト１７を螺着して垂直杆１２に押し付けるこ
とで高さを調節することができる。
【００１１】
（連結枠）
　図４に示すように、上記連結枠４において、前枠部６は、平面視で略Ｖ字状に形成され
ている。該形状とした前枠部６は、当接される便器２の前部の形状に応じた形状となり、
また使用者が着座姿勢から立ち上がる際の足引きスペースを確保し、立ち上がり動作を容
易に行うことができるようにしている。
　上記前枠部６の左右両端からは、それぞれ連結部７が後方に向けて延設されている。該
左右一対の連結部７は、該前枠部６と連続するように一体的に形成されている。該連結部
７の内側には、取着部１８が形成されている。該取着部１８には、回動軸１８ａが形成さ
れており、該回動軸１８ａに上記固定アーム８が、該取着部１８に対して回動自在となる
ように取り付けられている。
　上記固定アーム８は、円柱形状の棒部材によって、撓んだり、弾性変形したりしにくい
剛性体とされている。該固定アーム８の後部には、滑り止めのためのグリップ８ａが取り
付けられている。上記連結部７の後部には押出ボルト１９が、後方から前方に向けて斜め
に配置されるとともに、その先端部を上記固定アーム８に接触させるように、螺着されて
いる。
　上記押出ボルト１９を締め付けると、上記左右一対の固定アーム８は、上記回動軸１８
ａを中心として上記便器２の側面に接近するように回動し、該便器２の左右側部を左右後
寄りから抱え込み、前枠部６の先端内側を便器２の前部に当接させる（図２参照）。また
上記押出ボルト１９を緩めると、上記左右一対の固定アーム８は、上記回動軸１８ａを中
心として上記便器２の側面から離隔するように回動し、該便器２の抱え込みを解除する。
【００１２】
（連結プレート）
　図３（ａ），（ｂ）に示すように、上記左右一対の側枠３Ａ，３Ｂには、上記連結枠４
と連結するための連結プレート２１が取り付けられている。該連結プレート２１は、四角
板状に形成されており、上記左右一対の側枠３Ａ，３Ｂの垂直杆１２において中間部の内
面上に取り付けられている。該連結プレート２１を、上記連結枠４の差し渡し方向である
左右方向と交差する方向である前方へ伸びるように、該垂直杆１２よりも前方へ突出して
配設することにより、該突出部分によって突片２２が構成されている。
　上記突片２２の前端部には、軸体２３が、該突片２２と交差する方向である右方向へ伸
びるように、上下一対突設されている。また上下一対の該軸体２３の表面には、それぞれ
ネジ溝が螺刻されている（図示略）。
【００１３】
（連結具）
　図４に示すように、上記連結枠４には、上記左右一対の側枠３Ａ，３Ｂと連結するため
の連結具２４が取り付けられている。該連結具２４は、板状体を平面視でＪ字状に曲げて
形成されており、上記連結枠４において、連結部７の前部で外側面に取り付けられている
。該連結金具２４にあっては、Ｊ字状に曲げた内側部分により、凹溝２５が構成されてい
る。
　上記凹溝２５の外側となる側壁には、挿し孔２６が、上記突片２２に設けられた軸体２
３と対応する位置になるように、上下一対透設されている。該挿し孔２６は、上記凹溝２
５の開口端縁に開口２６ａが設けられるとともに、該開口２６ａから斜め上方へ伸びるよ
うに設けられている。
【００１４】
（スペーサー）
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　例えば、上記洋式トイレが温水シャワー機能を有するものであって、その操作盤が便座
の右側等に設けられている場合には、必要に応じて、上記側枠３Ａ，３Ｂと上記連結枠４
との間隔を広げるべく、該側枠３Ａ，３Ｂと連結枠４との間にスペーサー２７が介装され
る（図１参照）。該スペーサー２７は、上記側枠３Ａ，３Ｂに取り付けられた連結プレー
ト２１と、上記連結枠４に取り付けられた連結具２４との双方に対して連結可能に構成さ
れている。
【００１５】
　以下、本発明の固定部材を具体化した一実施形態を図面に基づき説明する。
＜固定部材＞
　上記便器２は、側面に抉れた部位２Ａが設けられており、該抉れた部位２Ａに上記固定
アーム８の後端部が位置している。このため、上記左右一対の固定アーム８で上記便器２
の左右側部を左右後寄りから抱え込む際に、該固定アーム８の後端部を便器２の側面に接
触させることができず、固定が難しくなる。そこで、該固定アーム８に固定部材９を取り
付け、該固定部材９を便器２に当接させることで、上記左右一対の固定アーム８による上
記便器２の左右後寄りからの抱え込みを可能にする。
　図５（ａ），（ｂ）に示すように、固定部材９は、上記固定アーム８に取り付けるため
の取付部９Ａと、便器２の側面に当接される薄板状の当接部９Ｂとを有している。
　上記取付部９Ａは、薄板を立体形状（実施形態では断面凸字状）に曲げて形成されてい
る。上記当接部９Ｂは、縦長四角形の薄板状に形成されている。そして、上記当接部９Ｂ
の外側となる表面に上記取付部９Ａを取り付けて固定することにより、上記当接部９Ｂが
筒状に形成されている。
　上記取付部９Ａの内部には、上記固定アーム８が挿通され、これにより、上記固定部材
９が上記固定アーム８上に設けられる。また該取付部９Ａは、四角筒状に形成されており
、上記当接部９Ｂの上記アーム８に対する取付角度を変更可能としている。すなわち、四
角筒状をなす該取付部９Ａと、その内部に挿通された固定アーム８との間には、有余スペ
ースが設けられている。上記固定部材９を上記アーム８上に設けるべく上記取付部９Ａ内
に上記アーム８を挿通する際には、該有余スペースを使用することで、上記当接部９Ｂの
上記アーム８に対する取付角度の自由度が高まるので、該取付角度を適宜変更することが
可能になる。そして、上記固定部材９を上記アーム８上に設ける際には、前記取付角度の
自由度が高いことを利用し、上記当接部９Ｂの上記アーム８に対する取付角度を変更して
調節することにより、上記当接部９Ｂを上記便器２の側面の傾斜に好適に対応させること
ができる。
【００１６】
　上記当接部９Ｂは、長方形の薄板状に形成したうえで縦向きに配置することで、上記便
器２の側面で上端部のリム２Ｂ外面に当接される第１当接部９１Ｂと、上記便器２の側面
で該第１当接部９１Ｂが当接された部位よりも下方位置において、上記抉れた部位２Ａを
跨ぎ越して当接される第２当接部９２Ｂとが設けられている（図２参照）。すなわち、該
当接部９Ｂは、縦向きに配置することで、何れかの箇所が上記便器２の側面に必ず接触す
るように構成されている。また当接部９Ｂは、薄板状としたことにより、便器２の側面の
曲面に応じて弾性変形することが可能であり、これによって便器２に対する接触面積を可
能な限り大きくすることができる。さらに、例えば上記洋式トイレが温水シャワー機能を
有するものであって、操作盤やタンク等が便座の側方に設けられているため、該操作盤や
該タンク等と上記便器２の側面との空間が僅かである場合に、該当接部９Ｂを薄板状にす
ることで、該操作盤や該タンク等に邪魔されることなく該空間を通して該当接部９Ｂを上
記便器２の後方へ送ることができる。
　上記当接部９Ｂの内側となる表面には、断面横Ｌ字状をなす係止突部９Ｃが設けられて
いる。該係止突部９Ｃは、前記便器２の側面に抉れた部位２Ａ（図２参照）を設けられた
形状である場合に、該抉れた部位２Ａに入り込み、該便器２のリム２Ｂの外面の下縁に係
止される。そして、該係止突部９Ｃがリム２Ｂに係止されることにより、固定部材９から
固定アーム８と連結枠４を介して左右一対の側枠３Ａ，３Ｂを床面に押しつける力が生じ
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、便器用手すり１がしっかりと固定される。
　また、上記固定部材９において、前記当接部９Ｂの内側となる表面は、例えば天然ゴム
、合成ゴム等のゴム類やエラストマーなどといった弾性材料からなる被覆材９Ｄで覆われ
ている。該被覆材９Ｄは、前記当接部９Ｂが上記便器２に当接する際に該便器２の傷付き
を抑制するとともに、該当接部９Ｂの上記便器２に対する滑りを抑制する。
【００１７】
＜固定方法＞
　上記便器用手すり１を便器２に取り付ける場合には、右側枠３Ａ及び左側枠３Ｂと、連
結枠４とを連結した後、該連結枠４の前枠部６を便器２の前部に接触させた状態とする。
　上記便器用手すり１の固定部材９にあっては、当接部９Ｂが便器２の側面の傾斜に対応
できるように、取付部９Ａに固定アーム８を挿通する際に該当接部９Ｂの該固定アーム８
に対する取付角度を適宜変更して適値になるように調節したうえで、上記便器用手すり１
の押出ボルト１９を締め付ける。すると、左右一対の固定アーム８が便器２の側面に接近
するように回動し、固定部材９の当接部９Ｂが該便器２の側面に好適に当接される。また
該固定部材９にあっては、便器２の側面で抉れた部位２Ａを避けるように、前記固定アー
ム８上における位置を調節することも可能である。さらに、該固定部材９は、前記取付部
９Ａ内に設けられた上記有余スペースを使うことで、前記便器２の側面の傾斜に追従して
前記アーム８に対する前記当接部９Ｂの取付角度が最適値になるように若干変化する。そ
して、該固定部材９の当接部９Ｂは、前記便器２の側面の曲面形状に応じて弾性変形する
ことにより、該便器２に対する接触面積を広く保ちつつ、該便器２の側面に好適に当接さ
れる。
　その後、押出ボルト１９をさらに締め付けると、固定アーム８を介して固定部材９の当
接部９Ｂが便器２の側面に圧接されることにより、左右一対の固定アーム８が便器２を左
右後寄りから抱え込み、前枠部６の先端内側が便器２の前部に当接されて、固定が完了す
る。
【００１８】
＜変更例＞
　本発明は、上記の実施形態に限定されるものではなく、以下のように変更してもよい。
　上記当接部９Ｂは、必ずしも上記固定アーム８に対する取付角度が変更可能に取り付け
られることに限らず、例えば上記固定部材９を上記固定アーム８に固定状態で取り付けて
、該取付角度が変更可能な構成を省略してもよい。
　また上記固定部材９にあっては、上記当接部９Ｂを上記固定アーム８に対する取付角度
が変更可能に取り付ける場合、上記実施形態の構成に限定されず、例えば上記取付部９Ａ
を上記アーム８上に遊嵌状態で装着し、上記当接部９Ｂを上記アーム８に対して上下方向
に揺動自在に取り付け、該当接部９Ｂを該アーム８に対して揺動させることで取付角度が
変更されるように構成してもよい。加えて、当接部９Ｂをアーム８に対して揺動させるこ
とで取付角度を変更する場合、取付部９Ａを四角筒状とし、該取付部９Ａを当接部９Ｂに
回動可能に取り付け、当接部９Ｂを取付部９Ａに対して回動させることにより、該当接部
９Ｂを該固定アーム８に対して前後方向へ揺動させてもよく、さらに上記取付部９Ａの遊
嵌による当接部９Ｂのアーム８に対する上下方向への揺動を加え、該当接部９Ｂを該アー
ム８に対して前後及び上下方向へ揺動させてもよい。
　上記係止突部９Ｃを省略するか、あるいは上記当接部９Ｂに対して着脱可能としてもよ
い。
　上記便器用手すり１の固定アーム８は、後方へ略真っ直ぐに伸びるものに限らず、途中
で折れ曲がって上方や前方へ伸びるものであってもよい。また上記固定アーム８は、連結
枠４に設けることに限らず、左右一対の側枠３Ａ，３Ｂに設けてもよい。
【産業上の利用可能性】
【００１９】
　本発明の固定部材にあっては、種々の外形形状をなす便器に既存の手すりを対応させる
ことが可能であるから、産業上の利用可能性がある。
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【符号の説明】
【００２０】
　１　　便器用手すり
　２　　便器
　３Ａ，３Ｂ　側枠
　４　　連結枠
　５　　手すり部
　８　　固定アーム
　９　　固定部材
　９Ａ　取付部
　９Ｂ　当接部
　９１Ｂ　第１当接部
　９２Ｂ　第２当接部
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